LIPER大学図書館班2003年度報告
大学図書館班は、2003年度においては、研究会や大学図書館班メーリングリストにおける検討協議と、三つの大学図書館における訪問調査によって、①大学図書館に所属する職員の実態や「情報専門職」の所要の事項についての質的調査、および、②来年度の質問紙調査で質問すべき項目の採集を試みた。グループインタビュー調査については、３に記す事項のほかさらにトランスクリプト分析を展開中である。また、質問紙調査についても現在とりまとめ作業を行っている。

1． 研究会

　フェース・ツー・フェースの研究会は、次表のとおり5回開催した。またメーリングリストによって意見交換や調査等の打ち合わせを行った。
	
	日時
	場所
	概要

	第1回
	2003-06-21

15:45~1630
	東大本郷
	· メンバーの確定

· 実態調査を来年度当初実施（年度末に実態調査の設計）

· 大学図書館への訪問調査（大学図書館長、事務部課長、研究開発室員、その他職員に対するインタビュー）を計画する
· 外国の大学図書館の情報専門職に関する調査も必要

	第2回
	2003-08-12

10:30~16:30
	東洋大白山
	(1)班構成員の問題関心等について相互検討

「大学図書館職員論と大学経営論：経営論における職員論へ」（鈴木正紀）「大学図書館を巡る関心事」（逸村裕）「英国における大学図書館員、国立大学関連の動き」（永田治樹）「大学図書館教育・養成についての関心領域、目録業務の専門性」（小山憲司）「大学図書館員養成と司書課程に接点はあるのか」（戸田愼一）

(2)今後の進め方について

今年度は、訪問調査を実施することとした。調査対象は大学図書館の規模・性格、設置母体等を考慮しながら選定することとし、年度内に3大学を訪問調査することとした。その最初の候補として、名古屋大学附属図書館もしくは首都圏の私立大学図書館を候補にして調整することになった。

	第3回
	2003-10-12

10:30~15:30
	東洋大白山
	(1) インタビュー調査対象大学の選定

次回の調査対象校として、首都圏の私立大学である明治大学を第一候補、第二候補として、国際基督教大学を選定した。

(2) 名古屋大学附属図書館グループインタビュー分析

	第4回
	2003-11-30

10:30~15:30
	東洋大白山
	(1) アンケート調査について

来年度実施するアンケート調査の内容の検討について、各大学図書館でのインタビュー調査の結果と、1989年に三浦逸雄らが実施した「図書館学教育の実態と改善に関する調査－大学図書館編」を踏まえて、枠組みの検討が行われた。

(2 )明治大学図書館調査について

12月12日実施予定の明治大学へのインタビュー調査について、最終確認が行われた。また、重点的に質問すべき項目などについて、意見交換を行った。

(3) 名古屋大学附属図書館グループインタビュー分析

今後さらに分析を深めるために、各担当者は①トランスクリプトの最終版の作成、②文脈（＝話題のリスト）の作成、③カテゴリー分析を行い、次回の研究会に提出することとした。

	第5回
	2004-02-01

10:30~15:30
	東洋大白山
	(1) 九州大学附属図書館調査について

　3月17、18の両日実施予定の九州大学へのインタビュー調査の最終確認が行われた。

(2) 明治大学図書館調査の報告

　明治大学調査におけるグループインタビューの内容についての報告及び検討が行われた。
(3) 2004年度実施予定のアンケート調査計画について

　アンケート調査の原案が提示され、この原案をもとに、アンケート調査の内容、調査対象、実施方法等について議論を行った。次回の研究会で検討の上、決定することとした。


２．大学図書館訪問調査
大学図書館訪問調査は、グループインタビュー調査の形で実施した。グループは、館長（および、副館長、運営委員会委員等）グループ、事務部長・課長（あるいは、それと同等の役割を果たしている者）グループ、中堅職員グループ、若手職員グループの四つで構成した。

①図書館職員の配置状況および関連の制度（採用、位置づけ、人事評価、異動など）、②図書館職員の職務内容、および人材派遣職員の業務と外部委託される業務の設定、③大学図書館における職員の現職教育・研修、および養成・訓練機関へのニーズ、④大学図書館の職員（専門職・補助職員）に必要と考えられる専門的・基盤的知識技能、⑤図書館専門職と、コンピュータ・センターなどの他類型の情報専門職との関係といったトピックを、各グループ（ないしは関連のあるグループ）に投じそれについて語ってもらった。インタビュー内容は、録音・録画物によりトランスクリプトを作成し分析する。
	
	日時
	グループと人数
	備考

	名古屋大学附属図書館
	2003-09-11~12
	図書館長単独、事務部長・課長G4名、中堅職員G5名、若手職員G6名
	インタビュー時間は1時間半

	明治大学図書館
	2003-12-12
	図書副館長G3名、課長G4名、中堅職員G4名、若手職員G4名
	副館長Gは、副館長及び図書館委員2名（すべて教員）

インタビュー時間は1時間

	九州大学附属図書館
	2004-03-17~18
	事務部長・課長G4名、中堅職員G5名、若手職員G5名
	館長Gはキャンセル
インタビュー時間は1時間半


３．訪問調査における「重要な事項」の抽出
　グループ･ダイナミックスを考慮して上述のように四つのグループに分けてインタビューを実施した。したがって、グループ構成の可能性を考慮すると今回の調査は大規模図書館を対象とするものになった。グループごとの特徴を明確にとらえることができたが、中小規模の図書館の調査は、次年度以降に残した。
以下に各グループのインタビューで出現した重要な事項、およびグループ共通的な重要な事項をとりまとめた。
1 若手職員グループ

(1) 利用者とのコミュニケーションなどによって、自己の職務の意義を確認している。
(2) 職務は、必ずしも正確には把握（自覚）されていない（したがって自己定義がときに不明確）。「専門性」が個別業務で縦割りになっていて、全体をおさえきれない（比較的組織の大きい図書館であるからかもしれない）。
(3) スキルアップへの意欲は高く、これまでの研修内容は十分ではないと感じている。従来型もののほか、たとえば、長期のオフ・ザ･ジョブ形式のもの、あるいは主題知識を蓄積できるなどの機会（講義の聴講を含む）を求める声がある。
(4) 業務の外注化など、人事異動など対しては、不満はあるものの、なお受動的な反応にとどまる。
2 中堅職員グループ

(1) キャリアパスの混乱と、自己の職位におけるあるべきイメージが把握できないことへの不満・いらだちがある。
(2) 回転の速い人事異動や、人員の不足が専門性の確立を阻害しているという認識がはっきりしている。
(3) 研修の体系性のなさに不満がある。
(4) 主題知識と図書館情報学の知識が、情報専門職の基盤であると認識している。
3 事務管理職グループ

(1) 採用については、専門性よりも一般的な能力・教養（語学力を含むコミュニケーション能力、企画能力、積極性など）を優先する傾向にある。
(2) 専門性の要件に対して、必要だと意見が述べられるが、説明が必ずしも明確ではない（納得しにくい）。
(3) 人事異動が専門性を育成しにくくしていることを認めているものの、人事異動にも何らかの合理性があるとして受け入れている（だだし、他の職種に異動後、図書館に戻されないような人事には抵抗感をもっている）。
(4) 研修のあり方の改善の必要性は感じ取っている。しかし意見がまとまっているわけではないし、方向性も明確ではない。素朴なオン・ザ・ジョブ・トレーング（OJT）への依存的態度が顕著である。
(5) アウトソーシングへの対応は、図書館のコアコンペテンスを把握しているとも思えないが、おおむねコスト面からのオプションとして対応しており、「楽観的」といえよう。
4 館長・副館長グループ

(1) 正当な人事制度が必要との認識がある。「ポスト至上主義的な」現在のものを見直し、漸進的な形で、改革を推進すべきだとの意見である。
(2) 図書館員に適正な養成・訓練が必要であるとしている（現代の組織人としての基本的な能力＋専門的な知識）。
(3) 専門的な知識としては、ITとコンテンツの両者を挙げる。
(4) 現在の図書館長のあり方への疑問（果たすべき役割を果たしていない）。館長職務の見直しが求められている。
(5) 図書館員の資格の位置づけ、二次的（上級）資格の制度が必要だとする考え方が示された。
なお、全般的に確認できた「重要な事項」として次のものが挙げられる。

(1) 企画力・発想力、及びプレゼンテーション能力といったいわば｢変化への対抗力｣が強く求められている。
(2) 情報専門職にとって属性的な能力（特殊資料に対する知識、語学、IT技術）の習得については話題に上るが、図書館員のコンペテンシーの実体についての議論がほとんどない。
(3) 外注化、アウトソーシングに対する素朴な見解が支持されている一方、職務の標準化・体系化意識は高くない。
(4) 専門職に不可分な「エートス」への視点の欠落している（なお、「サービスへの信念」といった観点が挙がっていた）。
(5) 制度設計と経営活動との関連づける意識が薄い。定員削減は大きな痛手であるが、抗しがたいという意識である。
(6) 専門知識がファンクショナル・リテラシーとはなっていないといえる部分がある。
(7) OJTへのいわば素朴な依存が顕著である。
(8) 組織コントロールにインセンティブが存在しない。
(9) 大きな変化（大学移転、法人化）を機会とする発想がないわけではないが、組織の下位ではきわめてその意識は小さい。
４．2004年度計画案

　①大学図書館における図書館情報専門職に関するサーベイ調査として、館長、事務責任（管理）者、中堅職員及び若手職員各1名を対象に各館4名のサーベイ調査を実施する。
　②中小規模の大学図書館に対する、インタビュー調査を実施する。

　③研究会及び、メーリングリストによる検討を続ける
　④米国・英国等の学術図書館における情報専門職調査（専門職務の再編成、労働市場、職業倫理など）を行う
（大学図書館班構成員）
　逸村裕　小山憲司　斉藤康則　鈴木正紀　高橋昇　戸田愼一　永田治樹
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